
資料６ 

※ 事業所数が２０以上１００未満の中規模事業者については、法令遵守規程を整備し概要を届出ることが義務付けられています。 

平成２６年度 介護保険サービス事業者業務管理体制確認検査（一般検査） 結果 

検査事項 傾向 留意点 取組事例 

①法令遵守についての方

針の策定について（※） 

・法令遵守方針を明確に文書等で規

定していない事業者が多く見受け

られた。 

 

・一部の事業者において、法令遵守

マニュアル以外の規程、規則等に

法令遵守についての方針を定めて

いるとの回答があったが、当該規

程等を確認したところ、法令遵守

責任者の役割が定められていない

等、内容が不十分な事例が見受け

られた。 

 

・法人の基本理念、法令遵守責任者

の役割、法人の法令遵守体制につ

いて規定されたマニュアル等が整

備されていることが望ましい。 

 

・業務管理体制は法人単位の届出で

あるため、法人単位の法令遵守マ

ニュアルを整備することが望まし

い。 

 

・定期的に、現在のマニュアル等の

見直しを行うことが望ましい。 

・法令遵守マニュアルを整備し、職員に周知するととも

に、施設内に掲示している。 

 

 

②法令遵守責任者の役割

について 

・法令遵守責任者が誰であるかを答

えられない事業者が見受けられ

た。 

 

・法令遵守責任者の役割及び業務内

容について答えられない事業者が

見受けられた。 

 

・法令遵守責任者の役割を明確に文

書等で規定していない事業者が多

く見受けられた。 

・法令遵守責任者の役割を定め、全

職員に周知することで法令遵守に

関する責任の所在が明確になる。 

 

・法令遵守責任者は、事業者が運営

する各事業所の法令遵守に関する

取組状況を、定期的に確認するこ

とが望ましい。 

 

・法令遵守責任者を中心として法令

改正や県からの通知等の周知体制

を構築することが望ましい。 

 

・法令遵守マニュアルに法令遵守責任者の役割や業務内

容について規定している。 

 

・法令遵守責任者に対して「法令遵守責任者に任命する」

旨の辞令を交付している。 

 

・法令遵守責任者自らが、国の審議会等の資料、報酬改

定の概要等を、各事業所に周知している。 



※ 事業所数が２０以上１００未満の中規模事業者については、法令遵守規程を整備し概要を届出ることが義務付けられています。 

検査事項 傾向 留意点 取組事例 

③法令遵守体制の構築に

ついて 

・高齢者虐待防止、身体拘束抑制、

事故の発生防止及び適正な介護報

酬の請求等について、多くの事業

所が職員への研修や注意事項につ

いての周知を行っていた。 

・法令等違反の疑いがあった場合の

内部通報の仕組みを確立すること

が法令等違反行為の未然防止につ

ながる。 

 

 

・介護報酬の請求内容について、請求事務担当者の後に

法令遵守責任者が再確認するなど、ダブルチェック体

制を徹底している。 

 

・内部通報に関する規程を整備し、規程中で通報窓口や

通報者等の不利益取扱いの禁止等について定めてい

る。 

 

・ヒヤリハット事例について、重要なものはその都度、

各事業所管理者に周知している。 

 

④法令遵守に係る評価・

改善活動について 

・多くの事業者が、職員会議等でサ

ービス提供中に発生した問題につ

いて改善活動を行っていた一方

で、一部の事業者において、評価・

改善活動が行われていなかった。 

 

・事業者内部で研修を実施している

が、法令遵守に関することは行っ

ていない事業者が見受けられた。 

・問題発生前又は問題発生時に、原

因分析・再発防止等の評価・改善

活動を行うことが望ましい。 

 

・評価・改善活動を実施した会議等

の記録を整備し、職員間で回覧す

ることで情報の共有を図ることが

できる。 

 

・法令遵守についても研修に加える

ことで、事業所等における法令遵

守の意識が高まる。 

 

・職員会議で発生した問題について情報を共有し、改善

や予防措置が講じられている。 

 



【H26年3月集団指導において配布済み】
長寿社会対策課施設サービスグループ

①
単
位

↓ ↓ ↓

事業所数が２０未満
（小規模事業者）

事業所数が２０以上１００未満
（中規模事業者）

事業所数が１００以上
（大規模事業者）

↓ ↓ ↓

「法令遵守責任者」の選任 「法令遵守責任者」の選任 「法令遵守責任者」の選任

「法令遵守規程」の整備 「法令遵守規程」の整備

「業務執行の状況の監査」

↓ ↓ ↓

第１０号様式
※様式中「届出の内容」欄は１を選択

第１０号様式
※様式中「届出の内容」欄は１を選択

第１０号様式
※様式中「届出の内容」欄は１を選択

法人における法令遵守責任者の
役割を確認できる書類

法人における法令遵守責任者の
役割を確認できる書類

法人における法令遵守責任者の
役割を確認できる書類

「法令遵守規程」の概要 「法令遵守規程」の概要

「業務執行の状況の監査」の方
法の概要

↓ ↓ ↓

③
業
務
管
理
体
制
整
備
の
内
容

「法令遵守責任者」
　法令遵守責任者については、何らかの資格等を求めるものではないが、少なくとも介護保険法（以下「法」とい
う。）及び法に基づく命令の内容に精通した法務担当の責任者を選任することを想定していること。なお、法令部門
を設置していない事業者の場合には、事業者（法人）内部の法令遵守を確保、徹底することができるものを選任す
ること。

「法令遵守規程」（業務が法令に適合することを確保するための規程）
　法令遵守規程には、事業者の従業員に少なくとも法及び法に基づく命令の遵守を確保するための内容を盛り込
む必要がありますが、必ずしもチェックリストに類するものを作成する必要はなく、例えば、日常の業務運営に当た
り、法及び法に基づく命令の遵守を確保するための注意事項や標準的な業務プロセス等を記載したものなど、事
業者の実態に即したもので構いません。
　届け出る「法令遵守規程の概要」については、必ずしも改めて概要を作成する必要はなく、規程の全体像が分か
る既存のもので構いません。また、法令遵守規程全文を添付しても差し支えありません。
 　※厚生労働省から参考例は示されていません。

指定を受けているサービス種別ごとに１事業所とカウント。

「居宅サービス」・「介護予防サービス」・「居宅介護支援」・「施設サービス」・「地域密着型サービス」・「地域密着型
介護予防サービス」

注３）　指定を受けている数により届出の内容が変わります。

注２）　同一の事業所番号が付与されていますが、介護予防もカウントします。
　　　　例えば、訪問介護と介護予防訪問介護の指定を併せて受けている場合は、２と数えます。

注１）　病院等が行う居宅サービス「居宅療養管理指導、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーショ
　　　　ン（各予防含む）」であって、健康保険法の指定があったとき、介護保険法の指定があったものとされる「み
　　　　なし事業所」は除きます。

介護サービス事業者の業務管理体制整備に関する届出について

※法人における法令遵守責任者の役割を確認できる書類を忘れずに添付してください。（原本証明が必要）
　 理事長、代表取締役等の場合   　　　→  　「法人登記簿謄本」または「理事会議事録」等のコピー
　 施設長、事務長、管理者等の場合　　→  　「雇用契約書」または「辞令書」等のコピー

②
事
業
所
数
カ
ウ
ン
ト
方
法

↓

 　平成２０年の介護保険法改正により、平成21年５月１日から全ての介護サービス事業を行う法人に対して、法令遵守責任者の
選任などの業務管理体制の整備をすること及び届出が義務付けされました。
　事業者が整備すべき業務管理体制は、指定又は許可を受けている事業所又は施設の数に応じて定められており、また、業務
管理体制の整備に関する事項を記載した届出書を関係行政機関に届け出ることとされました。

○ 業務管理体制の整備に関して、新規に届け出る場合
　(介護保険法第115条の32、介護保険法施行規則第140条の39、第140条の40）
 ※新規に法人を立ち上げ、介護サービス事業の指定を受けた時から、遅滞なく提出してください。

社会福祉法人、医療法人、特定非営利活動法人、株式会社など法人（＝事業者）単位で届出。

④
届
出
様
式
及
び
添
付
書
類



【H26年3月集団指導において配布済み】
長寿社会対策課施設サービスグループ

→ 厚生労働大臣又は地方厚生局長

→ 市町長

→
香川県　長寿社会対策課
施設サービスグループ

・　事業者の名称または氏名
・　主たる事務所の所在地
・　代表者の氏名、生年月日、住所及び職名
・　事業所（施設）の名称及び所在地

・　法令遵守規程の概要（事業所が20以上の事業者に限る。）

第１０号様式を提出
※様式中「届出の内容」欄は２を選択

注）　区分の変更に関する届出は、
　　　変更前の行政機関及び変更後の行政機関の双方に届け出ること。

例：　Ａ県のみで事業展開していた事業者が、
　　　新たにＢ県においても事業を開始した場合の届出先
　　　Ａ県知事⇒地方厚生局長に変更

①　事業所等の指定等により、事業展開地域が変わり届出先区分の
　　変更が生じた場合
　　（介護保険法第115条の32第４項）

→

③　①及び②以外

②　地域密着型サービス（介護予防含む）のみを行う事業者で、
　　 指定事業所が同一市町村内に所在

①　事業所等が２以上の都道府県に所在
⑤
届
出
先

・　事業所等の数に変更が生じても、整備する業務管理体制が
   変更されない場合（事業所区分に変更がない場合)
・　法令遵守規程の字句の修正など、業務管理体制に影響を及ぼさない
 　軽微な変更の場合

⑧
担
当

香川県健康福祉部長寿社会対策課　施設サービスグループ
〒７６０－８５７０
香川県高松市番町四丁目１番１０号
ＴＥＬ：０８７－８３２－３２６６
FAX：０８７－８０６－０２０６

注２）変更届には、変更内容が分かる書類を添付してください。

変更内容

⑥
変
更
届
に
つ
い
て

○ 以下の場合は、変更届を提出してください。

(介護保険法第115条の32、介護保険法施行規則第140条の39、第140条の40）

⑦
様
式

届出様式は、下記のホームページからダウンロードしてください。
「かがわ介護保険情報ネット」―「事業者支援情報」―「○指定・届出」―「様式集」―「業務管理体制の届出」
http://www.pref.kagawa.jp/choju/kaigo/jigyosya/youshiki/kanritaisei.html

②  届出事項に変更があった場合
　　（介護保険法第115条の32第3項）

→

※変更届が必要となる事項

・　事業者の名称または氏名
・　主たる事務所の所在地
・　代表者の氏名、生年月日、住所及び職名
・　事業所（施設）の名称及び所在地
・　法令遵守責任者の氏名及び生年月日
・　法令遵守規程の概要（事業所が20以上の事業者に限る。）
・　業務執行の状況の監査の方法の概要
　　（事業所が100以上の事業者に限る。）

注１）以下の場合は、変更届は不要です。

法令遵守責任者の役割が確認できる書
類
（新規届出時の添付書類と同じ）

・　業務執行の状況の監査の方法の概要
　　（事業所が100以上の事業者に限る。）

・　法令遵守責任者の氏名及び生年月日

法令遵守規程の概要（規程全文でも可）

業務執行の状況の監査の方法の概要

第１１号様式を提出

添付書類

定款、寄付行為及び登記事項証明書 等

土地及び建物の登記事項証明書 等



 「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関
係法律の整備に関する法律」（平成２６年法律第５１号）により介護保険法
（平成９年法律第１２３号）の一部が改正され、平成２７年４月１日から介護
保険法第１１５条の３２に基づく介護サービス事業者の業務管理体制の整
備に係る届出書の届出先が下記のとおり変更となります。 

介護サービス事業者の皆様へ 

平成２７年４月１日から 
介護サービス事業者の業務管理体制の 
整備に係る届出書の届出先が変わります 

事業所等の所在状況 届出先 

２以上の都道府県の区域、 

かつ、３以上の地方厚生局の
区域 

厚生労働大臣（本省） 

２以上の都道府県の区域、 

かつ、１又は２の地方厚生局
の区域 

地方厚生局長 

１の都道府県の区域 

 

 

 

都道府県知事 

 

１の市町村の区域 

※地域密着型サービスに限る。 

 

市町村長 

届出先 

厚生労働大臣（本省） 

事業者の 

主たる事務所が所在する 

都道府県知事 

都道府県知事 

指定都市の長 

市町村長 

うち、１の指定都市の区域 

【現行】 【平成27年4月以降】 

※ なお、この法改正による届出先の変更に伴う届出の必要はありません。 

厚生労働省老健局総務課介護保険指導室 


